
「公共施設等総合管理計画」策定内容からの公共施設等
最適化事業を行うにあたり考え方の説明を行う。

概要
昨年3月末に策定された「公共施設等総合管理計画」の内容を
見ると、公共施設の消減に主眼を置いた長寿命化計画と施設の
総量削減を主とした計画の2つのタイプがある。
これらの事例を見ると、今後地域開発において、PPP・エリマネジメ
ント・FMへの展開が始まっており、今後の地域のまちづくり、エリアマ
ネジメントへの発展が期待される。
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平成26年4月に策定要請された「公共施設等総合管理計画」の
記載すべき事項は、公共施設の現状及び将来の見通し、公共施
設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針施設類
型別ごとの管理に関する基本的方針からなっている。

基本的な記載事項は
① 施設の老朽化、利用状況含めた公共施設等の状況
② 総人口や年齢別人口の今後の見通し
③ 計画の期間は少なくとも10年以上の計画
④ 全庁的な取組体制及び情報の管理、共有
⑤ 公共施設等の維持管理、修繕、更新等に関し、中長期的な

費用の予測、見込み
⑥ 現場や課題に関する基本的事項、認識
⑦ 公共施設等の管理に関する基本的考え方
⑧ フォローアップの実施方針、対策等
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公共施設総合管理計画の概要

計画は長寿命化計画と削減計画を主とした計画に分けられて
2つのタイプがある。

自治体名 公共施設（ハコモノ） インフラ

埼玉県
さいたま市

・施設総量の削減
・新規整備は行わない
・施設の更新の場合複合

・ライフサイクルコストの削減
・新たなニーズ対応
・現場の維持

愛媛県
伊方町

・新規整備は行わない
・施設総量の削減

・ライフサイクルコストの削減
・ニーズに合った新設、改修、
更新の実施

熊本県
豊後大野市

・維持管理コストの削減
・新規整備は行わない
・施設の更新の場合複合
・施設総量の削減
・ゾーニング手法の取り入れ

・ライフサイクルコストの削減
・現場の維持

3各自治体における基本的方針（抜粋）



公共施設総合管理計画の概要

計画は長寿命化計画と削減計画を主とした計画に分けられて
2つのタイプがある。

自治体名 公共施設（ハコモノ） インフラ

熊本県
大津町

・維持管理コストの削減
・更新費用の削減
・新規整備は行わない
・施設の更新の場合複合
・施設総量の削減

・ライフサイクルコストの削減
・現場の維持

北海道
石狩市

・施設総量の削減
・新規整備は行わない
・ライフサイクルコストの削減
・複合、集約、統廃合

・施設の廃止縮小
・維持管理コストの削減

4各自治体における基本的方針（抜粋）



各自治体公共施設の面積削減目標

自治体名 削減率 目標年数 10年あたり 算出概要

さいたま市 15% 60年 2.5%

愛媛県伊方町 20% 10年 20%

熊本県豊後大野市 明記無い

熊本県大津町 明記無い

北海道石狩市 20% 20年 10%
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5年に1回点検義務化から3年経過
インフラ定期点検の進捗状況

橋梁を例にとると

点検結果、補修が必要とされる施設も多く、修繕計画もままならない、課題が山積み
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公共施設等総合管理計画から考えられる公共施設のあり方

公共施設の施設改善の手法としては、

① 管理運営の効率化（ファシリティマネジメント、PPP等）

② 施設の長寿命化

③ 施設の用途変更

④ 民間への活用（貸付、譲渡、コンセッション等）

⑤ 跡地の活用

⑥ 複合化

⑦ 集約化

⑧ 分散化

7



⑥複合化

課題

1. 施設内の運営体制、利用時間が異なる為、管理動線、セキュ
リティの管理等、定める必要がある。

2. 規定することによりコミュニティ・にぎわいの創出と相反することのな
いよう行う必要がある。

3. にぎわいの創出等相反する事になる場合、解決する為施設の
企画、設計の段階から管理運営の検討が必要

⑦集約化

課題

1. 複数の施設を集約する為、管理者の区分、機能集約後の管
理運営体系、整理をどのように行うか、各集約した施設関係の
整理が必要
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提案
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公共施設がいとも簡単に次々と消滅されてますが、しかし公共施設の
あり方をもっと真剣に考えるべきと思います。

① 公共施設は市民生活を支える施設であり、今後のあり方は市民が
主体となり議論すべき。
公共施設がなければ現在の市民生活は成立しない。

② 市民は公共施設の運営を積極的に関わるべき。
市民がさまざまな形で公共施設の運営に関わるべきである。

③ 公共施設はまちづくりの一環で考えるべきである。
「人口減少→公共施設の統廃合」という単純な考えではダメ。
「公共施設の統廃合→生活が不便→人口減少」の悪循環になる。

④ 手を加えながら長く使い続ける。
30年～40年での建て替えの考えからでは無く、多くの市民が使い
続けた公共施設は地域の拠点、シンボルとなる。

⑤ 地域の都市計画、全域的な再編の中で地域の公共施設が動いて
いる事を考えながら公共施設の再編、配置計画を考える。


